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令和４年３月橋本市議会定例会会議録（第２号）その２ 

令和４年２月21日（月） 

                                                                                  

（午前９時30分 開議） 

○議長（小林 弘君）皆さま、おはようござ

います。 

 ただ今の出席議員数は18人で全員でありま

す。 

                     

○議長（小林 弘君）これより本日の会議を

開きます。 

 この際、報告いたします。 

 市長から令和４年２月17日付、橋総第413

号をもって追加議案４件が提出されました。

議案はお手元に配付いたしております。これ

を今会期中にご審議願うことといたします。 

 以上で報告を終わります。 

                     

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（小林 弘君）これより日程に入り、

日程第１ 会議録署名議員の指名 を行いま

す。 

 本日の会議録署名議員は、会議規則第88条

の規定により、議長において、７番 阪本君、

11番 杉本君の２人を指名いたします。 

                     

 日程第２ 一般質問 

○議長（小林 弘君）日程第２ 一般質問を

行います。今回の一般質問の通告者は14人で

あります。 

 質問は会議規則第62条の規定により、別紙

の順序により発言を許します。 

 順番１、３番 南出君。 

〔３番（南出昌彦君）登壇〕 

○３番（南出昌彦君）皆さん、おはようござ

います。今日は初めてトップバッターという

ことで順番が回ってまいりました。ちょっと

緊張しておりますけども、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、議長のお許しを頂きましたので、

通告に従い質問をさせていただきます。 

 一つ目、地域公共交通計画と高齢者の外出

支援について質問させていただきます。 

 地域公共交通に求められる役割は、地域住

民の移動手段の確保、コンパクトシティの実

現、まちのにぎわいの創出や健康増進、人の

交流の活発化等であると思います。これらの

役割はいずれも必要不可欠であり、地域公共

交通の活性化に向けた施策を講じなければ、

市町村の財政負担は今後ますます増大する可

能性もあると言えます。地域公共交通計画と

高齢者の外出支援についてお伺いいたします。 

 一つ。地域公共交通に求められる機能に、

社会基盤として市民の暮らしを支える、高齢

者等が市内で日々の基本的な生活（通院、買

物等）ができる移動手段及び高齢者の外出機

会の創出による健康づくりと位置づけていま

すが、現状の達成度合い及び効果について、

お伺いいたします。 

 二つ目。第２次長期総合計画において、本

市の地域公共交通のめざす姿は、「誰もが安心

して暮らせるまちの基盤として、効率的で、

持続可能な公共交通体系の構築が進み、日常

生活に必要な移動手段が確保されています」

としています。そして、今後の課題において

は、「利用者の増加や利用者のニーズに応じた

利用しやすい環境づくりに取り組む必要があ

る」としていますが、新たな利用者を増やす

ために、どのような取組をされているのかを

お伺いいたします。 

 次に、大きな二つ目として、少子社会にお

ける子育て支援についてお伺いいたします。 

 本市の財政状況は、この８年間の市長が先
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頭に立っての取組の甲斐もあって、明るい光

が見えてきたと感じています。 

 国立社会保障・人口問題研究所の最も新し

い将来推計人口によると、2045年には約４万

1,600人となる見込みとの調査結果があり、本

市が人口ビジョンを策定した時点での推計よ

り、さらに人口減少に拍車がかかっていると

考えられます。 

 また、現在急速に進行しつつある少子化は、

やがて生産人口の減少等により人口構成のゆ

がみをもたらし、一つ、労働力人口の減少に

よる経済成長の低下、二つ目、若者の減少に

よる社会の活力の低下、三つ目、社会保障負

担の増大、四つ目、子どもの健やかな成長に

対する影響、五つ目、過疎化等の地域社会の

変貌などの経済・社会に甚大な影響を与え、

国や社会の活力の低下を来すことが憂慮され

ています。 

 人口は地方自治体の必須で重要な存立要件

の一つであり、人口問題は早急に取り組まな

ければならない問題であると考えます。少子

社会における子育て支援策についてお伺いし

ます。 

 一つ目。平成25年から29年の人口動態保健

所・市区町村別統計によると、本市の合計特

殊出生率は1.32で全国市区町村中1,500番目、

さらには、婚姻率、出生率ともに非常に低く、

橋本市の未来を考えると、非常に深刻な状況

です。 

 人口は自治体にとって必須の重要な存立要

件であり、人口減少及び少子化問題をどのよ

うに考えられているのかをお伺いいたします。 

 二つ目。本市は合計特殊出生率を2030年1.8、

2040年2.07と目標設定しておりますが、どの

ように合計特殊出生率の目標を達成し、急速

な人口減少に歯止めをかける施策を考えられ

ているのかをお伺いいたします。 

 以上、壇上からの質問とさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君の質問項

目１、地域公共交通計画と高齢者の外出支援

に対する答弁を求めます。 

 総合政策部長。 

〔総合政策部長（上田力也君）登壇〕 

○総合政策部長（上田力也君）皆さん、おは

ようございます。 

 地域公共交通計画と高齢者の外出支援につ

いてお答えします。 

 まず、一点目の、達成度合い及び成果です

が、令和２年１月に実施した公共交通網の再

編では、買物や通院に合わせたルートへの変

更、駅や商業施設への乗り入れなど、利便性

向上に取り組み、実現可能な範囲で、高齢者

の外出支援も含め一定の体制は確保できたと

考えます。 

 令和３年11月８日から12日に実施したコミ

ュニティバス利用者の乗降調査では、期間中

の利用者311人のうち206人、全体の66％が60

歳以上の方であり、利用者からは「便利に使

わせてもらっている」「なくなると困るので維

持してほしい」など、コミュニティバス存続

を願う声もいただいています。 

 一方で、社会の変化とともに増加する移動

困難者のニーズに対応し、地域の公共交通を

補完するため、ボランティア団体や地域の助

け合いによる輸送サービスも近年重要性が増

しています。 

 本市では福祉有償運送として、ＮＰＯ法人

や社会福祉法人などの非営利法人６団体が、

介助が必要な移動困難な方を対象に、自宅か

ら通院、通所などを目的に移動支援を行い、

国への登録のもと、タクシー料金の半額程度

の運賃でドア・ツー・ドアの個別輸送が実施

されています。 

 市としては、引き続きボランティア団体や

地域の互助による輸送サービスの充実に努め、
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少しでも高齢者の外出支援につなげていきた

いと考えています。 

 次に、二点目の、新たな利用者を増やすた

めの取組ですが、利用者の個別支援として、

令和２年１月より、希望する方に対し、最寄

りの停留所から目的地までの乗り継ぎの流れ

や乗車時刻等を記載した「わたしの時刻表」

を作成するサービスを開始し、主に高齢者を

中心にご利用いただいています。 

 今後もさらなる利用促進を図るため、乗降

調査や地域懇談会を通して利用者が求めるサ

ービスや課題を洗い出すとともに、コミュニ

ティバスやデマンドタクシーの利用方法をお

伝えする乗り方教室の開催や市内総合公共交

通マップの作成など、ソフト面での環境整備

に取り組んでまいります。 

 持続可能な公共交通網を形成するためには、

できるだけ多くの方に公共交通をご利用いた

だく必要があります。部局間での連携はもち

ろん、地域住民や利用者の方のご意見を大切

にしながら、引き続き利用促進に取り組んで

まいりますので、ご協力のほどよろしくお願

いいたします。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君、再質問

ありますか。 

 ３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）答弁ありがとうござい

ます。前回もこの地域公共交通の質問をさせ

ていただいたことがありますけども、そのと

きは、デマンドタクシー等は日に３便から４

便に増やすように検討するというふうなご答

弁もいただきました。今日はそういう切り口

ではなくて、新しい形というか、も取り入れ

た地域公共交通という側面から質問をさせて

いただきたいと思います。 

 これからの地域公共交通は、人口が減少し

ても人々の生活が守られ、地域に住み続けら

れるようにするため、従来の枠組みから脱却

し、まちづくり等の、第２次長期総合計画に

も書かれています地域戦略との一体性の確保

も考え、それぞれの地域の特性に応じた多様

な交通サービス、例えば中山間地であるとか

町場であるとか、それぞれの特性に応じた多

様な交通サービスの組合せが必要と考えます

けれども、どのように考えておられるか、お

願いします。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）おただしのと

おり、地域の特性に応じたサービスを実現し

ていくということは非常に大事なことではあ

ろうとは思っております。その中で公共交通

と言われるものをどのように仕組みをつくっ

ていくかと、今の現状を踏まえた上で、そう

いったところがこれからのポイントとなって

こようと思います。 

 ですから、公共交通だけで全てをカバーす

るということは到底できようはずがございま

せんので、いろんな手段をすみ分けを行いな

がら、適切に講じていくということになろう

と思います。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）そういうことになるの

かなというふうに思います。 

 そんな中で、今後は自治組織などの地域団

体には運営体制の一員として直接参画しても

らうことが有効ではないかなと。そしてまた、

住民のニーズを的確に反映させるだけでなく、

住民の協力を含む関係者の連携、それから、

住民が主体となって公共交通を考え、さらに

は運営にも関わるといった、積極的な、継続

的な関与が行える形態の公共交通網の構築が

必要であるというふうに思いますけれども、

どのように考えておられるか、お願いします。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）それは私も全

く同感でございます。今現在、第２層協議体



－31－ 

あるいは第３層になると思うんですけども、

そういったところの中で、地域住民が主体と

なった輸送サービスというのも検討されてい

るというところですので、そういったところ

を支援していく必要があるのかなというふう

に思っております。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）日本政府は2020年10月、

2050年までにカーボンニュートラルを実現す

ることを宣言しております。皆さんもご存じ

かと思いますけれども、河内長野市がグリー

ンスローモビリティという導入実証促進事業

を実施されています。簡単に言うと、公道を

走るゴルフカートです。 

 南花台のほうでコノミヤというスーパーと

連携してされておるわけなんですけれども、

ＳＤＧｓの脱炭素化もめざした環境省・国土

交通省の連携事業である脱炭素交通モデル構

築支援事業という取組は、やっぱり本市にお

いても、本市のめざすまちの姿、求められる

機能、高齢者の移動手段ということの確保や

観光振興など、交通の低炭素化と併せて地域

課題の解決を図る交通手段の一つかなという

ふうにも思います。 

 クリーンな乗り物、地域の活性化、それか

ら高齢者の雇用の創出。だいたい時速20㎞ぐ

らいまでの乗り物ですので、安心安全な乗り

物かなというふうに思います。それから、狭

い道路でも運行可能であったり、中山間地な

ど、ゴルフ場でも坂道でも馬力出して走りま

すので、中山間地なんかの坂道でも運行可能

というふうな、安全性が高い、しかもコスト

が小規模な交通機関であるというふうに思い

ます。 

 本市もこれらのことを早急に視野に入れて

考えてはどうかなというふうに思いますけれ

ども、どのようにお考えか、お答えいただき

たいと思います。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）今、河内長野

市の南花台のほうで実証事業という形でグリ

ーンスローモビリティを行っていると。一つ

の、ある一定の限られた地域内でこういうこ

とがなされているということは認識しており

ます。 

 これ毎年、事業の効果の検証という、これ

が義務づけられておりまして、この間も考察

というところを読ませてもらったんですけど

も、今、何というんですか、福祉施策として

非常に有効であるというようなことが書かれ

ている一方で、これを公共交通として位置づ

けるには課題も多いというようなことが書か

れていました。 

 やはり主体は、議員もおっしゃるとおり、

行政ということではなくて、地域住民が互助

の精神でこういうふうな取組をしたいという

ようなお話があれば、選択肢の一つとして、

当然、行政もその中で一緒になって考えてい

く必要があるのかなというふうに思いますけ

ども、これもまだ実証実験というような段階

でございますので、最終的な結果を見た上で、

本市にとって導入が可能なのかどうなのかと

いうことも選択肢の一つというふうに今のと

ころ考えております。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）おっしゃるとおりかな

というふうに思います。ほんまに、国道等で

時速20㎞の乗り物が走りますと、やっぱり周

りの自動車とかにも影響がありますので、や

はりその地域の特性に合った場所を考えて検

討すべきかなというふうにも思いますので、

またご検討のほうをよろしくお願いしたいと

思います。 

 それで、効果的、効率的で、かつ持続性の

高い地域公共交通として維持していくために

は、先ほど来からも同感やというふうにおっ
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しゃっていただきましたけども、やっぱり地

域住民関係者の積極的な、主体的な関与が重

要になるかと思います。 

 そのためには、地域の自治会とか老人会、

それから社会福祉協議会や地域包括支援セン

ターのほか、スーパーとか病院とか薬局とか

観光関連事業者など、地域の様々な団体との

連携を視野に入れて、資金面であるとか人

的・物的な協力等をいただけるような、先ほ

どありましたような、コノミヤみたいな民間

企業との連携とかというふうなことも含めて、

サポーターとして取り込んで、新たなサポー

ターを増やしていく、そういうこともこれか

らの公共交通網には重要かなと思いますけど

も、どのようにお考えか、お伺いいたします。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）私も基本的に、

そういう考えがこれからの地域の交通を支え

る基本的な考え方だというふうに思っており

ます。 

 やはり自治会をはじめ、今は第２層協議体

が中心となって、いろんな移動手段あるいは

買物支援も含めて検討していただいているん

ですけども、民間事業者であるとかそういっ

たところも巻き込みながら、いろんな手段を

導入していく。 

 例えば先月であれば、買物支援として日の

丸観光バスによる移動スーパー、そういうふ

うなこともありましたし、移動するというこ

とだけではなくて、移動してきてもらうとと

いうことも一つの方法だとも思っています。 

 そういったことの中で、その中で行政もや

っていける支援というのがありますので、あ

くまでも、やはり地域の方が協力してやって

いただくという、そういう考え方ということ

で、同様の考え方をしております。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）先日も中山間地のほう

をちょっと訪問したんですけども、買物につ

いては、ちょこちょこコンビニが来てくれた

りということで、何とかやっとるよという高

齢者の方もおるんですけども、やっぱり健康

増進とか外出の促進ということを考えますと、

やっぱり新たな利便性のいい交通網というの

が検討必要かなというふうに思います。 

 そこで、私個人的には、グリーンスローモ

ビリティも小さな移動サービスということで

いえば、市民協働の小さな取組によるサービ

スということでは適しているのかなというふ

うに思います。 

 それから、市民の皆さんの力を生かした、

白ナンバーの車両を活用した自家用有償旅客

運送、先ほど部長もおっしゃってくれていま

したけども、その中で、市町村やＮＰＯ、社

会福祉法人等の非営利団体が運営主体となる

わけですけども、一つとして交通空白地有償

運送、それから福祉有償運送という２種類が

あります。 

 住み慣れた地域で、子どもからやっぱり高

齢者まで地域全体で支え合うということで、

安心安全な生活を送れるまちをめざして、市

民の皆さんの力を生かした協働のまちづくり

をこれまで以上に進める必要があると思いま

す。 

 先ほど来からも同感やというお答え、答弁

をいただいておりますけども、この辺ほんま

に、ちょっと本気でというか、取り組む必要

があるのかなというふうに思いますけど、ど

のように考えておられるか、お願いします。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）やっぱり、本

市の高齢化率ももう３分の１を超えていると

いう、そういう状況で、なおかつ、これから

免許の返納者もどんどんと増えてくると。そ

ういったことの中で、やはり何らかの手だて

というのはこれから必要になってくるという
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ところでございます。 

 ただ、公共交通、市として提供できるサー

ビスの範囲というのもやっぱり限られており

ます。ですから、橋本市の自治と協働をはぐ

くむ条例に示しているような、そういう協働

の取組、互助の精神、そういったところがこ

れから非常に重要となってきますので、やは

り地域にそういう仕組みを持ってもらえるよ

うな、そういう支援の仕方というのはやって

いくべきだというふうに思っております。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）交通空白地有償という

のも、全然公共交通が行っていないような、

そういう地域でもないようです。若干は行っ

ているけども不便やというような地域も交通

空白地に含まれるようです。 

 高齢化が進んで、高齢者のうち半数が後期

高齢者というふうな占めるようになって、地

域には80歳代、90歳代でも介護認定を受けて

いない高齢者はたくさんおられます。だから、

福祉の移動サービスは利用できないが、若い

人のように公共交通を利用することも難しい

というような人たちに、実際に利用しやすい

移動手段というのはやっぱり早急に検討して

いかなければならないのかなというふうに思

います。 

 市町村がサポート役に回るのか主体として

回るのかは別として、やっぱり自家用有償運

送の活用というのを、もっともっと円滑化を

含め考えていく必要があるのかなというふう

に思いますけども、最後に答弁をいただきた

いと思います。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）ちょっと繰り

返しになるかも分からないんですけども、今

やはり、現在、第２層協議体が、このコロナ

禍の中ということではあるものの、いろいろ

活動されているというところでございます。 

 また、これとは別に、本市においてもボラ

ンティアでこういう輸送サービスをやってい

るという、そういう団体も一部はあるんです

けども、そういったところを市としてはあく

までも支援していくというような形で、地域

の輸送サービスというのを後押ししていきた

い。そちらのほうがやはり自由度が高い、と

いうことは、やはり効率的だということでも

ありますので、そういう方向に力を入れてい

きたいというふうな考えでございます。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）ありがとうございます。 

 従来からあるコミュニティバス、それから

デマンドタクシーという枠組みにとらわれず

に、やはりこういう、自家用有償運送である

とかグリーンスローモビリティであるとか、

そういうものも新たに導入を検討して、これ

からの高齢者の利用促進策という観点で進め

ていっていただきたいというふうに思います

ので、どうかよろしくお願いしたいと思いま

す。一つ目の質問は以上です。 

○議長（小林 弘君）次に、質問項目２、少

子社会における子育て支援策に対する答弁を

求めます。 

 総合政策部長。 

〔総合政策部長（上田力也君）登壇〕 

○総合政策部長（上田力也君）少子社会にお

ける子育て支援策についてお答えします。 

 まず、一点目の、人口減少及び少子化問題

についてですが、国立社会保障・人口問題研

究所が公表している最新2018年のデータによ

ると、本市の2045年将来推計人口は４万1,600

人となり、第２次長期総合計画策定時に用い

た５年前の2013年推計の約４万4,300人と比

較し、2,700人程度の人口減少が進むとされて

います。内訳を見ると、15歳から64歳の生産

年齢人口の減少が加速する一方、０歳から14

歳人口については、2035年度まで改善が見ら
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れます。 

 その主な要因である社会動態を見ると、15

歳から29歳に該当する進学・就職層での市外

への流出が拡大している一方、０歳から９歳

や30歳から35歳に該当するファミリー層では

市内への流入改善傾向が見られます。 

 また、自然動態では、合計特殊出生率は平

成20年度から平成24年の1.26から平成25年か

ら平成29年の1.32と改善しているものの、生

産年齢人口における女性数の減少もあり、出

生数は減少傾向です。 

 人口減少にブレーキをかけ、将来にわたり

橋本市の活力を維持するためにも、人口減少、

少子高齢化への対応は大きな課題であると認

識しています。 

 次に、二点目の、人口減少に歯止めをかけ

る施策についてですが、橋本市長期総合計画

の将来目標人口の実現に向け、子育て世帯の

人口増加及び出生率の向上を図るために、若

い世代の希望をかなえ、住んでよかった、住

みたくなるまちをめざし、子育て環境の充実

や働けるまちづくりが一層重要になると考え

ます。 

 そのため、こども園の整備や施設の改修等、

保育・教育環境を整えるとともに、子育て世

代包括支援センター、ハートブリッジ等での

相談や支援体制、共育コミュニティの構築な

ど、子育てしやすいまちづくりに取り組むと

ともに、企業誘致や産業の活性化による働く

場の確保、シティプロモーションによる定住

促進を行っています。 

 現在策定している長期総合計画後期基本計

画においても人口減少に対応するための施策

を見直し、にぎわいと活力がある「元気なま

ち 橋本」の創生に向けた施策を展開してい

きたいと考えています。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君、再質問

ありますか。 

 ３番南出君。 

○３番（南出昌彦君）今回、たまたま二つと

も上田部長に答弁いただくような質問になり

ましたけど、たまたまですので、済みません、

よろしくお願いしたいなと思います。 

 子育て支援策といいますと、今回、経済的

な支援策というふうな質問も考えたわけなん

ですけども、やはり若干違う角度からという

ことで、地域の子育て支援策というふうな観

点から質問させていただきたいと思います。 

 そこでですけども、子育てが孤立化し、子

育ての不安感、負担感が増して、子どもが多

様な大人や子どもとの関わりが減っているこ

とから、子育て中の親子が気軽に集い、相互

交流や子育ての不安、悩みを相談できる場の

提供が必要であるということで、子育て親子

の交流の場の提供と交流の促進、それから、

子育てに関する相談や援助の実施、また、子

育て関連情報の提供であるとか子育て支援に

関する講習会等の実施等の展開により、子育

ての不安感の緩和につながるような地域の子

育て支援機能、例えば子育てサークルみたい

なのが、やっぱり地域の子育て力の向上を図

る必要があるというふうに考えますけれども、

どのように考えられているか、お伺いいたし

ます。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）地域の子育

て支援や子育て力の向上というのは非常に重

要であると感じております。 

 本市で地域での子育て支援の場としては、

例えば子育てサークルや子育て支援センター、

それから、家庭教育支援チームのヘスティア、

それから、母子保健推進員であったり民生委

員・児童委員、それから、わんパーク、この

ようないろいろな場を提供させていただいて

おりまして、少子化の中ではありますが、い

ろいろな選択肢ができております。 
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 子育てサークルにつきましては、各地区の

公民館で子育てママが集まりまして、通いの

場、集いの場として交流され、情報共有をさ

れたり、相談、お互いの悩みを打ち明けられ

たりとかという、そういう場になっておると

思います。また、リクエストがあれば保健師

の派遣ということもしておりますので、そう

いうところで、やはり悩みなどの相談という

のも受けております。市はこの子育てサーク

ルに対しても補助金を出しておりまして、一

定の支援というのもさせていただいておると

ころです。 

 それから、子育て支援センターにつきまし

ては、乳幼児や保護者が相互の交流の場を開

設いたしまして、子育てについての相談や情

報提供、助言、そのほかの支援を行っている

ところでありまして、地域の子育て支援機能

の充実を図って、子育てへの不安であったり

とか子どもの健やかな育ちを促進するという

ことを目的としまして、主にはこども園の中

に併設されておりましたりですとか、地域に、

各地にそれぞれ設立されております。 

 それから、ヘスティアにつきましては、今

年度より家庭教育支援室のほうで活動を繰り

広げておるところで、令和３年度に６人の会

員が増えまして、現在33人で活動しておりま

す。個別に相談を受けたりですとか、ブック

スタート事業をさせていただいたり、それか

ら、「げんきっこｆａｍｉｌｙ」という機関誌

を年４回発行しております。それから、手作

り講座なども精力的に活動を行っておりまし

て、親子で参加される場というのも提供させ

ていただいております。 

 以上です。 

○議長（小林 弘君）教育部長。 

○教育部長（阪口浩章君）地域での子育てと

いうことで、教育委員会のほうからもちょっ

とお答えをさせていただきます。 

 地域で子どもを見守る、子どもの育ちや支

援を行っていくということは本当に大切なこ

とだというふうに考えております。本当に、

今朝も健全育成会の皆さんや地域の方々が横

断歩道に立って、児童の登校を見守ってくれ

ております。本当に毎日のことなんですけど

も、それぞれの地域で、それぞれの形で子育

て支援というのが行われており、本当に感謝

しておるところでございます。 

 教育委員会では、地域の子育てという視点

におきましては若干アプローチの仕方が違う

んですけども、公民館で実施しております、

先ほど健康福祉部長も言いましたように、乳

幼児を対象としたサークル活動、それから、

共育コーディネーターが中心となって各地で

行っております共育コミュニティ本部の活動

や健全育成会の活動が行われております。 

 本当に、地域ぐるみでの子育てというもの

を進められるよう、市民の方、また、地域、

それから、各種団体との協働を深めていきた

いと、そのように考えております。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）ありがとうございます。 

 子育て支援策というのはやっぱり、経済支

援ばかりじゃないというふうなことかなと思

います。やっぱり地域に根差した子育て支援

があってこそ、子育てをされている保護者の

方々が不安感とかを緩和できますし、やっぱ

りこのまちに住んでよかったなというふうに

感じる、ほんまにベースになるものかなとい

うふうに思います。 

 そこで、教育部長も答えていただいたんで

すけども、ただ、この子育てサークルなんで

すけども、最近ちょっと数も減っておるのか

なというふうに思います。幾つかの子育てサ

ークルが人数が減ってきて、統合、統合みた

いな形になって数が減っている、また、休止

中であるというふうなところもあります。 
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 ちょっと会員の話を聞いていますと、やっ

ぱりちょっと子育てが大変で、それから、相

談したいこととかもあってそこへ行くんやけ

ども、そこでまた新たな仕事が増えると。例

えば会計担当であるとか、役員は仕方ないか

分かりませんけど、そこで不安感を払拭した

いがために行くのに、また新たな仕事が増え

ていくというふうなことで、そういう役に当

たると大変だなと。 

 公民館によってはその役割を公民館が担っ

ていただいている公民館もあると聞きます。

やっぱりそういう意味で、きめ細かい支援と

いう意味では、そういうところも行政がサポ

ートしてあげてほしいなと。 

 それから、補助金とかも出されていると思

いますけども、それについてもやっぱり、人

数が悪循環で減ってくると、１人当たりの個

人負担が非常に多くなって、２分の１の補助

ということですけども、例えば、何か催物を

すると、１万円費用がかかったら5,000円しか

補助金が出ないと。あとの5,000円は、例えば、

20人、30人おれば100円、200円で済むのが、

５人、10人になると１人当たり500円、1,000

円、２人おると1,000円、2,000円になるとい

うふうなこともあって、子育てサークルの輪

が広がってこないというふうなことも悩みの

一つとして聞かせていただきました。 

 昭和58年から橋本市の、本当によい意味で

の特徴としての子育てサークルが始まってお

りますけれども、この辺、行政としてどのよ

うに、子育てサークル、また、そのリーダー

の会議の子育てよもやま交流会、この現状に

ついて捉えておるか、お答えいただきたいと

思います。 

○議長（小林 弘君）教育部長。 

○教育部長（阪口浩章君）まず、公民館で今

活動をしております子育てサークル、親子サ

ークルと言っておるんですけども、昭和58年、

隅田地区公民館で発足したのが始まりです。

昭和58年、本当に人口がどんどん増えていく

時期でございまして、ちょうどその頃に越し

てこられたお母さんが子育てで悩んでおると。

市の保健師が中心になって子育てサークルの

設立に力を入れて、各地区公民館でそれが結

成されるようになってきました。 

 本当に、すごく、各それぞれの地域でそれ

ぞれの方々が集まる親子サークルということ

で、非常に貴重な事業として位置づけられて

いるというふうに考えております。 

 サークルの現状なんですけども、現在の状

況だけ先に報告させてもらいます。最大で当

時、12のサークルができておったんですけど

も、現在は市内各地10のサークルでございま

す。そのうち二つが休止しておりますので、

現在活動しているのは八つのサークルになり

ます。 

 そのうち、先ほどから言いました補助金を

頂いているサークルもございまして、補助金

を頂いているサークルについては二つ、補助

金を頂いていないのが六つになるんですけど

も、その六つについては公民館が主となって

いろんな事務作業を進めて、親子サークルの

活動を実施しておるというような状況でござ

います。 

 活動内容はもう様々なんですけども、季節

のイベント、ひな祭り、こいのぼり、それか

ら、七夕、クリスマス、ハロウィンとか、そ

ういうようなイベントであったり、絵本の読

み聞かせであったり、公園遊び、パトカーの

見学とか消防自動車の見学とか、そういうこ

ともやってくれていますし、歯磨き教室であ

ったりとか栄養教室であったりとか、そうい

うことも実施していただいております。 

 一方、よもやま交流会というのがございま

して、これは中央公民館が所管しておるんで

すけども、子育てサークルの代表の皆さんが
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入って、お互いサークルのネットワークづく

りを進めていこうという形で、平成10年に発

足いたしました。 

 情報交流、意見交換、それから、やっぱり

サークルに帰っていただいて、いろいろなそ

こで学んだことをサークルの皆さん、親子に

伝えていただくというのが大きな役割になっ

ておりまして、将来その地域の子育てのリー

ダーになっていただきたい、そういうような

意味合いも込めて活動してございます。 

 ただ、現状としましては、やはり子どもや

子育てを取り巻く環境というのが当時と比べ

まして大きく変化してございます。やはり少

子化というのもございます。また、両親とも

働いている家庭が増えてございます。そうい

うところから、やはり保育が充実してきてお

りますので、そちらに子どもさんを預けられ

るということになってきますと、なかなか親

子サークルのほうには来れないという部分が

ございます。 

 それから、子育て支援事業の充実、これは

もういろいろ、先ほど言いましたように、子

育て支援センターが各こども園等にできてご

ざいますので、そちらのほうであればほぼ毎

日開かれておりますので、そちらへも行ける

というようなこともある中で、サークルへの

参加をしていただける方というのは減ってお

るというのが現状でございます。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）ありがとうございます。 

 ただ、地域の中にやっぱり、地域の、近所、

隣、みんな関係が希薄化している中で、やっ

ぱり地域の中で子どもを育てていく、それか

ら、地域の中に保護者の方々も入っていける、

子育てサークルというのは一つのいい機会か

なと思います。そういう意味では、地域のリ

ーダーになるような人材も自然と育成される

と思います。 

 そういう意味では、私は子育てサークル、

ほんまに重要な、地道ですけども重要な本市

の子育て支援の一環かなというふうに思いま

すけども、あえて聞きますけども、子育てサ

ークルの子育て支援という観点からの効果と

いうのはどのようにお考えか、お願いします。 

○議長（小林 弘君）教育部長。 

○教育部長（阪口浩章君）子育てサークルは

公民館を交流拠点としてございます。公民館

はやはり地域の皆さんの本当の交流の場所と

いうことで、子育てをされている近所の親子

の皆さんが気軽に集まって、そして、一緒に

遊んで、また、その中で一緒に悩みも分かち

合えると、そして、仲よくなっていけるとい

う場所というのが近くにあるというのは、本

当に大きな子育てサークルの効果であるとい

うふうに考えています。 

 また、子育てを卒業したとしても、またそ

の公民館で集まってきた仲間というのがやは

りおりますので、再びまた公民館に戻ってき

てもらえるのかなというふうにも考えていま

す。 

 こういうことでいけば本当に、地域ぐるみ

で子育てにつながるものとしては、公民館で

やっております子育てサークルというのは大

変大きな効果があるのではないかというふう

に考えています。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）子育て支援センターと

いうのは、こども園とかの中に入っておると

いう関係からも、やはり行ったら遊べる、全

てそろえていただいて、はい、どうぞという

感じで受け身で参加できるということの、あ

る意味、施設かなというふうに思います。 

 そういう意味では気軽に参加しやすい施設

かなというふうにも思うわけなんですけども、

子育てサークル等に関して言えば、自分たち

が協力して子どもたちを育てていく、また、
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悩みも相談していくという意味で、やっぱり

中身の濃い組織かなというふうに思います。 

 先ほど私、現場の声ということで少し悩み

的なものもお話しさせていただきましたけど

も、何か教育委員会として具体的な支援策と

いうのを考えていってあげていただきたいな

というふうに思うんですけども、単刀直入に

聞きますけれども、その点、どのようにお考

えか、お願いします。 

○議長（小林 弘君）教育部長。 

○教育部長（阪口浩章君）先ほど、現状の中

でも申し上げましたように、本当に参加者が

少なくなっております。本当に大変効果があ

りますし、やっぱり地域の拠点として公民館

を活用していただいておりますサークルです

ので、大切にしていきたいというふうに考え

ておりますけれども、参加するに当たって、

やはり少しお母さん方が負担に思うところが

あると。 

 そこをどんなふうにして払拭、負担を軽減

していけるのかというのが一番大事かなと思

っておるんですけども、やはり、そういう意

味では、公民館職員についてももう一度改め

て子育てに向けての意識というものを高めて

いく必要もありますし、また、サークルを卒

業された方々にも、また、子育てのボランテ

ィアをされている市民の方々にも、やはり協

力をお願いしていく必要があるのかなと、少

しでもそういう負担が軽減できるというとこ

ろでは考えております。 

 ただ、ちょっと今、具体的にこれという方

策はまだありませんので、一度、中央公民館、

それから地区公民館、また、やはり保健師や

発達相談員のお力というのも非常に必要かな

と思っていますので、健康福祉部の協力も得

て、一度しっかりと、どのような形で支援で

きるのか分析をして、子育てサークルが長く

継続できるように検討していきたいというふ

うに考えておりますので、よろしくお願いい

たします。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）ありがとうございます。

この点については、検討していただいた結果

どのようになったのかという質問もまたさせ

ていただきたいというふうに思いますので、

よろしくお願いしたいと思います。 

 今日のテーマは少子化における子育て支援

策についてというテーマでありました。やっ

ぱりきめ細かな子育て支援策が必要かなとい

うふうに思います。先ほどからも、子育てサ

ークルへ参加すること自体にも経済的な負担

がかかるよというお話をさせていただきまし

たけども、今日はあんまりするつもりはなか

ったんですけど、若干ちょっと経済的な支援

策について、一点だけご質問したいと思いま

す。 

 子どもの第２子の保育料なんですけど、今

は有料というか、というふうになっておるの

かなと思います。そういう意味では、やっぱ

り少子化という観点から、１人でも橋本市に

子どもを産んでいただいて、幸せな生活を送

っていただくためには、第２子の保育料の無

料化というのができないものかなというふう

に思うんですけど、その点どうですか。 

○議長（小林 弘君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（土井加奈子君）第２子の保

育料の無償化ということでお答えさせていた

だきます。 

 まず、３歳から５歳の子どもさんにつきま

しては、令和元年の10月から国の制度により

まして、保育園・幼稚園・認定こども園など

を利用する３歳から５歳のクラスの全ての子

どもと、それから、０歳から２歳児クラスの

住民税非課税世帯のお子さんについては、保

育料が無償化されております。 

 第２子につきまして、平成28年の国の段階
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的な無償化というところによりまして、第２

につきましては、世帯年収が約360万円未満の

世帯に属するお子さんについては、保育料半

額とされています。 

 さらに今回、令和４年に向けて、和歌山県

の第２子以降に係る保育料及び食材料費助成

事業の一部を活用いたしまして、先ほど申し

ました、世帯年収が約360万円未満の世帯に属

する２番目のお子さんの利用負担額、保育料

を、今、半額になっているところを、その部

分を県と市で折半しまして無料とさせていた

だくような条例の改正を、本議会で提案させ

ていただいているところでございます。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）通告書を出した時点で

はその議案があるというのは知りませんでし

たので、あれやったんですけども、その辺は

少しでも改善できているような方向に行って

いるのかなということで、ありがたいと思い

ますけども、第２子みんなが無料化になるよ

うに、またご検討をお願いしたいと思います。 

 最後にですけども、やっぱり少子化の改善、

それから、子育て支援ということも含めての

観点から、一個違う角度から最後に質問させ

ていただきます。 

 政府は閣議において、こども家庭庁を設立

するというふうな方針を決定しております。

少子化対策は全庁横断的な対応が必要であり、

ガバナンスとしての意思決定を明確にしなけ

ればならないというふうに考えております。 

 本市において、こども家庭庁設置に先駆け

て、少子化対策を総合的に担当する、最近特

に思うんです、健康福祉部の仕事どえらい幅

広くてボリュームが大きいなというふうに思

います。 

 そういう意味では、少子化対策を総合的に

担当する、例えて言うと、こども未来部的な

部を設置すべきじゃないのかなというふうに

考えるわけなんですけども、その辺お答えい

ただいて、私の二つ目の質問を終わりたいと

思います。 

○議長（小林 弘君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）確かにおっし

ゃるように、もともと健康福祉部の所管範囲

というのが、現状でも非常に広いという、そ

ういうことというのは私どもも認識しており

ます。 

 機構改革に当たっては、数年前も健康福祉

部を二つに割る、いわゆる少子化対策、少子

化というか子どもに関する部分と、そして、

高齢者施策等に関する部分というふうなこと

も議論しておったんですけれども、やはり橋

本市の行政レベルからしますと、一体的に一

つの部で行ったほうがいろんな面で効率的で

あって、意思の疎通も図れるというようなこ

とがありまして、今の形になっております。 

 また、今後力を入れていく重層的支援の部

分でも、やはり子どもから高齢者までという、

非常に連携を必要とするという部分でござい

ますので、現段階では、ご提案いただいたよ

うな、部を二つに割るということについては

今のところ考えてはいないというようなとこ

ろでございます。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君。 

○３番（南出昌彦君）以前から検討していた

だいているということですので、また引き続

き検討する機会がありましたら、ぜひよろし

くお願いしたいと思います。 

 私のほうからの質問はこれで終わらせてい

ただきます。ありがとうございました。 

○議長（小林 弘君）３番 南出君の一般質

問は終わりました。 

 この際、10時50分まで休憩いたします。 

（午前10時31分 休憩） 

                     


